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■施策展開の方向及び主要事業 

 

１ 確かな学力を育てる 

①主体的に学ぶ力の向上 

「わかる授業」の推進 

小・中・高等学校を通じて、「学びへの興味と努力し続ける意志の喚起」や「学びの質や深まりの向上」など

に向けた授業改善に取り組み、「わかる授業」を一層充実させるとともに、その実現へ向け教職員の指導力の向

上を図る。 

学力状況調査の実施と活用 

全国学力・学習状況調査や本市独自の学力状況調査・意識調査のデータを分析することで、児童生徒の学習

状況を把握するとともに、学習指導上の課題や改善点を明らかにし、各学校の実情に応じた指導の工夫・改善

に取り組む。 

多様な外部人材を活用した学校支援 

円滑な学校運営を進め、児童生徒の学力の定着を図るために、退職教員をはじめとする多種多様な専門性を

備えた人材を幅広く確保する「ＮＰＯちば教育夢工房」を活用し、学校が必要とする人材の配置を進める。 

情報活用能力の育成 

これからの社会で求められる情報活用能力を育成するため、各学校段階を通じて、情報の科学的理解に基づいて、

情報を収集・選択する力、情報を整理する力、プレゼンテーション能力などの情報活用の実践力、情報社会に参画

する態度を培う教育を推進する。 

そのために、学習効果の高いＩＣＴの活用方法について研究・実践するとともに、教育の担い手となる教職員の

能力向上のために研修等の充実を図る。 

②未来へ飛躍する力の育成 

郷土教育の充実 

郷土に誇りと愛着が持てるよう、本市の文化や歴史、伝統についての郷土教育の推進と充実を図る。 

小学校英語活動・英語教育の推進 

児童に豊かな国際感覚を身に付けさせるとともに、異文化理解の推進やコミュニケーション能力を育成する

ため、引き続き外国人講師を活用するなどして、外国の文化や生活習慣に親しむ体験的な英語活動と教科型英

語教育の充実を図る。 

市立高等学校のグローバルスクール化の推進 

市立稲毛高等学校では、国際理解教育に取り組み、スーパーグローバルハイスクール（ＳＧＨ）として、大

学との連携を進めるなど、国際的に活躍できるグローバル・リーダーの育成を推進する。 

市立高等学校の理数教育の充実 

市立千葉高等学校では、先進的な理数教育に取り組み、文部科学省が指定するスーパーサイエンスハイスク

ール（ＳＳＨ）として、大学との連携を進めるなど、国際的に活躍できる科学技術人材の育成を推進する。 
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２ 豊かな人間性を育てる 

①豊かな心の育成 

道徳教育の充実 

よりよく生きるための基盤となる道徳性を養うために、道徳科を要とした学校教育活動全体を通して、自律、

協調、思いやりなどの心を持つ児童生徒の育成を図る。 

また、学習指導要領の一部改訂に伴い教科化が見込まれていることから、教材の活用や指導方法の工夫、評

価方法などについて検討し、本市の児童生徒に適した授業を推進する。 

学校図書館図書の充実 

児童生徒の探究的な学習や主体的な読書活動の推進を図るため、学校図書館の蔵書数を拡充し、魅力ある学

校図書館の整備を進める。 

音楽、図画工作、美術の充実 

児童生徒一人ひとりの感性や表現力等の育成に向けて、日常の教科活動の中で、基礎的な能力を伸ばすとと

もに、音楽や図工美術を愛好する心情をはぐくむために、学校内外における鑑賞活動や発表活動を推進する。 

ボランティア教育の推進 

社会性を備え、誰もが住みやすいまちづくりの実現に貢献できる児童生徒を育成するために、東京オリンピ

ック・パラリンピックに向けた、ボランティア活動の社会的機運の高まりを貴重な機会と捉え、学校内外での

ボランティア活動や体験活動等の取組みを進める。 

②社会的自立に向けた強い心の育成 

社会ニーズに応じたキャリア教育の推進 

社会的・職業的自立に向けて必要な意欲・態度や能力を育てるため、児童生徒の発達段階に応じ、一人ひと

りが自己の進路・将来を主体的に考える小・中・高等学校を一貫した体系的・系統的なキャリア教育を実践す

る。特に、産業界など社会のニーズを捉える仕組みを確立し、これからの時代に求められる人物像や資質・能

力の育成を図る。 

移動教室の実施 

小学５年生を対象に、宿泊体験を行い、人や自然との関わりを通して、自律的な態度や社会性、思いやりの

心をはぐくむため、移動教室を実施する。 

農山村留学の実施 

小学６年生を対象に、農山村留学を実施し、農林漁業体験活動や多くの人たちとの交流等を通して、自主性・

社会性を養う。 

自然教室の実施 

中学２年生を対象に、集団生活のきまりや社会生活上のルールを身に付けるとともに調和のとれた心身の健

全育成を図るために、豊かな自然環境のもとで、自治的な集団生活を行いながら、自然を生かした様々な体験

活動を実施する。 

こども議会 

小学校・特別支援学校の５・６年生児童及び中学校の生徒を対象に、子ども目線での意見を市政に反映させ

るために、市政に対する提言を幅広く募り、議会形式で、市長等との意見交換を行う。 

また、市の現状と課題について話し合い、「市民一人ひとりがいきいきと幸せに暮らせるまちづくり」に向け

た具体的な提案・質問を行う中で、千葉市民としての意識の向上を図る。 

中学校生徒会交流会の実施 

中学校における生徒会活動を充実・発展させるため、各学校の特色ある生徒会活動や運営上の課題などを情

報交換する。 
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高校生の社会参画意識の育成 

選挙権年齢が 18 歳以上に引き下げられたことを踏まえ、副教材を活用した授業や出前授業等を通して、政治

や選挙制度に関する理解を図るとともに、実際の選挙事務に高校生が従事する事業を通して高校生の政治的教

養を育成する。 

また、模擬選挙等の実践的な活動を通じて高校生の社会参画意識を育成する。 

 

３ 健やかな体を育てる 

①心身の健康の保持増進 

健康教育の充実 

児童生徒が自分の健康について興味を持ち、学習したことを活用して、生涯を通じて健康を保持増進できる

基礎をつくるため、生活習慣病、熱中症予防、危険ドラッグ、メンタルヘルスなど、子どもを取り巻く環境や

社会の変化に応じて、常に教育内容の更新を図るとともに、特別活動、総合的な学習の時間の充実や関係機関

と連携した様々な取組みの実践により、健康教育の充実を進める。 

歯と口の健康づくりの推進 

児童生徒が自分の歯と口に関心を持ち、生涯を通して歯と口の健康づくりを実践していく基礎をつくるため

に、歯科専門職による口腔衛生指導及び正しい知識の普及啓発などの取組みを実施する。 

こてはし学校給食センターの再整備 

安全・安心で魅力ある学校給食を提供するため、老朽化が進んだ「若葉学校給食センター」に代わる施設と

して、「こてはし学校給食センター」の再整備を行い、平成２９年度（２０１７年度）に供用を開始する。 

②体力の向上 

運動習慣を身に付けるための取組み 

東京オリンピック・パラリンピックを機に、児童生徒の運動への関心を高め、自ら運動する態度を育てるた

め、身近なスポーツイベントや試合観戦等への参加に向けて周知・啓発活動を進めるとともに、運動習慣定着

に向けた効果的な対応策を検討し実施していく。 

アスリート交流事業 

国内外で活躍するアスリートとの交流を通して、運動することの楽しさや素晴らしさを実感・体感できる各

種事業を推進する。 

特に、車椅子スポーツが盛んな土壌を活かした交流に取り組み、記録やタイトルに挑戦するアスリートの姿

から、夢に向かって努力し困難に立ち向かう意欲を培うとともに、スポーツの素晴らしさを認識できるような

取組みを進める。 

体力・運動能力調査、県運動能力証、市運動能力検定の実施 

児童生徒の体力の実態を捉え、体力向上を目指すために、体力・運動能力調査、県運動能力証、市運動能力

検定を実施するとともに、結果の分析を踏まえ、各学校の実情や児童生徒一人ひとりに応じた支援の充実を図

る。 

小学校各種体育大会の開催 

  児童の表現運動・陸上運動・ボール運動に対する興味関心及び技能を高めるとともに、心身の健全な発達と 

児童相互の望ましい人間関係の育成を図るために、小学校各種体育大会の開催事業を推進する。 

中学校運動部活動指導者の派遣 

中学校の運動部活動を通して、スポーツに親しむ資質や能力を育て、体力の向上や健康の増進を図るた

め、専門的な指導力を備えた指導者を必要とする学校に対し、民間指導者を派遣する。 
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４ 子どもの学びを支える環境を整える 

①安全・安心な教育環境の確保 

学校施設の環境整備（老朽化対策） 

安全・安心な教育環境を確保するために、経年劣化による建物本体の劣化消耗や設備の機能不全を生じさせ

ることのないよう、更新時期（期間）に沿った計画的な保全改修を行い、学校施設の長寿命化を図る。 

学校防犯対策の推進 

学校敷地内への侵入被害が多数発生していることから、被害を未然に防ぐため、学校に防犯カメラを設置す

るほか、さすまた等の防犯用品を配布し、学校の安全・安心を推進する。 

学校セーフティウォッチ 

児童生徒の安全確保を図るため、学校セーフティウォッチャーによる見守り活動を支援するとともに、

地域ぐるみの学校安全体制整備を推進する。 

なお、少子化や高齢化などにより将来的な従事者の確保に課題もあることから、平成 27 年度に導入し

た表彰制度を活用するなど継続的に活動が可能な地域協力者の確保及び世代交代に取り組む。 

学校安全に関する教育の充実 

自ら安全を確保し、命を守る意識と行動力を高めるために環境や学校の実態に応じた避難訓練等を実施

するとともに、共助・公助の視点から安全で安心な社会づくりに貢献する意識を高めるための教育内容の

充実を図る。 

②魅力ある学校づくりの推進 

学校施設の環境整備（質的整備） 

学校施設の質的改造のため、トイレのドライ化と洋便器化を推進する。また、教育環境の一層の充実を図る

ため、近隣への配慮から窓を閉め切りにして授業や部活動を行わなければならない小・中学校の音楽室のほか、

特別支援学級や特別支援学校に優先的にエアコンを整備する。 

学校適正配置の推進 

児童生徒のより良い教育環境を整備し、教育の質を充実させるため、学校適正配置を推進する。また、新た

な実施方針の策定に向け、検討を進める。 

学校適正配置に伴う施設改修 

児童生徒のより良い教育環境を整備し、教育の質を充実させるため、機能的に新設校と同等程度となるよう、

統合校の施設・設備の整備を行う。 

小中一貫教育の推進 

子どもの発達状況の変化や教育内容の充実に対応するため、小中の教育課程を中心とした「学びの連続性」

を確保し、学力の向上やいわゆる「中１ギャップ」の解消など、より高い教育効果の実現に向けた研究を進め

る。 

 

５ 信頼される教職員が子どもと向き合う環境を整える 

①教職員の資質・指導力の向上 

教職員研修の充実 

教職員のキャリアに応じた研修を実施するとともに、急増する若手教員を重点対象とした授業力・学級経営

力向上のための研修や、道徳や英語の教科化に向けた計画的な研修の充実を図る。 

また、自主的に受講する専門研修について、教育的ニーズや社会の変化に即した内容の充実・高度化を推進

する。 
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特別支援教育研修の充実 

教職員を対象に特別支援教育を実践していく上での諸問題の解決に役立つ研修を実践し、専門職としての資

質と指導力の向上を図るとともに、公開講座を通して、教職員及び市民への特別支援教育に対する理解の促進

を図る。 

小・中学校研究学校の指定 

教育課題の解明や学習指導の改善に向けて、小学校１０校、中学校９校の研究指定校が研究に取り組み、そ

の成果を報告会等で広め、各学校の研修の充実を図る。 

学校訪問指導の実施 

訪問指導を通してわかる授業の推進に向けて、適切な指導・助言を行い、各学校の校内研究を推進する。 

②「チーム学校」の実現 

情報教育機器の充実（校務用） 

校務の効率化や質の高い教材作成を進め、子ども一人ひとりに向き合う時間を創出し、きめ細かい指導に取

り組むために、校務用ＰＣの充実を図り、全教職員が１人１台のＰＣを活用できる環境の実現を図る。 

学校給食費の公会計化と「公金・準公金管理システム」の整備 

適正な給食会計の運営と会計事務の透明性の向上、給食費の保護者負担の公平性の確保などを主目的として、

給食費公会計への移行を進めるとともに、給食費を含めた学校徴収金について「公金・準公金管理システム」

を導入し、徴収事務や債権回収に関する教職員の事務負担の軽減を図る。 

給与負担等の移譲に伴う制度の設計と改善 

県費負担教職員の給与負担等の移譲により、本市独自で学級編制基準や給与等の勤務条件等を決定すること

が可能となることから、制度設計を着実に実施するとともに、少人数学級の拡大も視野に入れ、学校の実情に

応じた教職員の配置等について検討を進める。 

また、移譲の制度設計と併せて、既存の非常勤職員配置事業の抜本的見直しを図り、これまで以上に個に応

じたきめ細やかな指導や専門性の高い指導などの実現に向けて、本市の学校教育の特色を打ち出す。 

 

６ 多様な教育的支援の充実を図る 

①特別支援教育の充実 

インクルーシブ教育システムの理解促進 

インクルーシブ教育システム構築のために教職員及び児童生徒への理解の促進を図る。さらに、日常的な交

流及び共同学習が行える学習環境づくりを進める。 

特別支援教育のサポート体制の整備 

児童生徒のより良い教育環境を整備し、ニーズに応じた教育を充実させるために、特別支援教育指導員・介

助員の適正かつ効率的な配置を推進する。 

特別支援学級等の設置 

    特別な教育的支援を要する児童生徒の多様なニーズに対応した教育を充実するため、小・中学校の特別支援

学級の設置を実態に応じて進める。 

長柄げんきキャンプの実施 

小・中学校の特別支援学級及び市立特別支援学校の児童生徒を対象に、基本的な生活習慣や社会性を養うこ

とを目的として、親元を離れての宿泊体験や他校児童生徒との交流を進める。 

②いじめや不登校の未然防止と早期発見・解消 

スクールカウンセラーの活用 

市内全小・中学校において、児童生徒へのカウンセリングを実施するとともに、教職員及び保護者に対する
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助言・援助を行い、いじめや不登校の問題や悩みの解消を図るために効果的な、スクールカウンセラーの配置

を拡充する。 

不登校やいじめに関する教育相談の実施 

不登校やいじめなど教育全般にわたる悩みを持つ児童生徒や保護者などの多様な相談ニーズに応えるため、

電話相談、来所相談、家庭訪問相談などの多様な体制を取るとともに、担当教育相談員による学校への指導・

助言により、相談体制の充実を図る。 

適応指導教室の設置及び運営 

不登校児童生徒の一時的な居場所として、少人数による集団活動や体験活動を行うことにより、社会性・協

調性の育成、学習の支援、学校生活への復帰を図るために、成果をあげている適応指導教室（ライトポート）

の全行政区への設置及び運営を進める。 

③学習や社会生活が困難な子どもへの支援 

スクールソーシャルワーカー活用 

教育に加え社会福祉等の専門的な知識や技術を用いて、児童生徒の置かれた環境に働きかけて支援を行うた

め、スクールソーシャルワーカーの配置を進める。 

就学援助 

小・中学校に就学する児童生徒が安心して教育を受けることができるよう、経済的に就学が困難な児童生徒

の保護者に就学費用を支給する。 

外国人児童生徒指導協力員の派遣 

外国人児童生徒の学校生活への適応を促すため、日本語習得が必要な児童生徒が在籍する学校で指導を実施

する、協力員の派遣体制を充実させる。 

 

７ 地域社会全体で子どもの成長を支える 

①地域とともにある学校づくりの推進 

学校支援地域本部やコミュニティスクール等の推進 

学校教育の充実と地域コミュニティの活性化を図るため、これまで取り組んできた学校評議員制度を充実さ

せるとともに、国の制度改正の状況も踏まえつつ、本市にふさわしい制度設計のもと、学校支援地域本部の設

置やコミュニティスクール（学校運営協議会）の導入などをはじめ、各地域に応じた多様な形態の学校・地域

の連携組織の設置を進める。 

放課後子ども教室の推進 

学校の放課後に魅力的な「体験・学び」の機会を充実させるため、これまで培ってきた地域・保護者を中心

とした運営体制に加え、民間企業・大学・ＮＰＯ等の参加と協働を進めるとともに、教育委員会が総合調整を

担うことにより、各教室における地域教育力の向上を図り、活動プログラムの充実及び実施日数の増加を図る。 

また、本事業は確かな学力・豊かな人間性・健やかな体を育てる学校教育に積極的に貢献する。 

学校教育に関する広報・広聴の充実 

広く市民に現在の学校教育に対する理解を促進するとともに、教育に関する様々なニーズを把握するため、

市民と教育委員が直接意見交換を行う機会の充実に努める。 
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校種 

年 

小   学   校 中   学   校 

学 校 数 学 級 数 児 童 数 学 校 数 学 級 数 生 徒 数 

昭和 25 年  14 校    333 学級  16,635 人   7 校    133 学級  2,142 人 

 30 26    541 1/2 24,936 13  231 11,325 

 35 36  583 26,862 18  276 13,148 

 40 44  703 27,134 21  335 14,385 

 45 57 1,097 41,076 26  392 15,955 

 50 83 1,811 67,570 36  574 23,154 

 55 99 2,365 91,041 44  837 34,370 

 60 110 2,150 80,307 51 1,079 44,864 

平成２年 110 1,890 61,850 52  977 36,686 

 ７ 114 1,698 51,695 54  913 27,621 

 12 118 1,560 46,539 56  701 23,477 

 15 119 1,627 48,674 56  662 22,231 

 16 119 1,661 49,439 56  647 21,728 

 17 120 1,698 50,620 56  657 21,497 

 18 120 1,742 51,604 56  668 21,638 

 19 120 1,791 51,877 57  698 22,273 

 20 120 1,822 52,781 57  714 22,644 

 21 120 1,844 52,941 57  745 23,308 

 22 120 1,854 52,848 57  745 23,346 

 23 117 1,854 52,569 57  767 24,076 

  24 116 

 
1,857 51,734 57  769 24,313 

  25 113 1,833 51,037 56  784 24,558 

  26 113 1,838 50,518 56  785 24,511 

  27 112 1,814 49,857 55  791 24,565 

  28 112 1,805 49,318 55   775 24,302 

 

■小・中学校児童生徒数の推移 
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事 業 名 事  業  内  容 事 業 費 

学 校 施 設 の 環 境 整 備 

学校施設の長寿命化を図るため、計画的な保全改修を行うとともに、時

代の要求水準に沿った施設環境・機能を改善するための質的整備を行う。 

 

外壁改修実施設計            小学校   3 校 

中学校  2 校 

  外壁改修工事        小学校 13 校 

                中学校   3 校 

  大規模改造実施設計     小学校   5 校 

大規模改造工事       小学校   4 校 

中学校   1 校 

  トイレ改修実施設計     小学校   4 校 

中学校   3 校 

トイレ改修工事       小学校   5 校 

中学校   1 校 

特別支援学校 1 校 

エアコン整備実施設計       小学校  30 校 

中学校  16 校 

（音楽室、特別支援学級） 

エアコン整備工事        中学校  28 校 

（音楽室、特別支援学級） 

                  特別支援学校 3 校 

3,534,070 

非 構 造 部 材 等 耐 震 対 策 

児童生徒の安全確保や避難所としての機能強化を図るため、校舎の天井

落下防止対策などを行う。 

 

   耐震対策工事            小学校  1 校 

                     中学校  1 校 

特別支援学校 1 校 

87,000 

エ レ ベ ー タ ー 設 置 

 障がいのある児童生徒の学校生活の向上と、移動に伴う負担の軽減を図

るため、校舎にエレベーターを設置する。 

 

  エレベーター設置工事    小学校   1 校 

                中学校  6 校 

  エレベーター設置実施設計  小学校   2 校 

                中学校   2 校 

435,400 

学 校 適 正 配 置 改 修 

学校適正配置事業により、統廃合の方針が決定された花見川地区の小学校に

ついて、統合に伴う校舎などの大規模改造を行う。 

 

小学校    大規模改造工事 1校 

          花見川統合小学校(花見川第一小学校) 

           平成 27年度～平成 28年度継続 

396,310 

 

 

 

 

 

 

                         (単位：千円） 

■学校施設整備計画 

１ 平成 28 年度の主な事業 



 

- 21 - 

 

■研修及び研究奨励事業等の概要 

１ 基本研修・専門研修 

初任教員、初期教員、中期教員、指導教員、校長、教頭、教務主任、研究主任、学年主任 

 

２ 教育研究奨励及び研修助成 

(１)現場研究員   51人  (３)団体研究委託    １団体(千葉市教育研究会) 

(２)海外派遣補助   15人  (４)教育研究奨励   25 人 

 

３ 児童・生徒の成果発表、学習会 

(１)絵をかく会  (６)生徒理科学習会・生徒理科実験会 

(２)総合展覧会  (７)児童理科実験会、児童植物観察会、児童天文学習会 

(３)小学校音楽発表会  (８)中学校英語発表会 

(４)中学校音楽発表会  (９)文集・詩集「ともしび｣、読書感想文集「本だな」の発刊 

(５)理科研究相談会 

 

４ 指導資料の作成及び配布 

(１)小・中学校用社会科指導資料集   (３)各種研究資料 

(２)千葉市の特別支援教育   (４)その他 

 

５ 副読本の配布（児童生徒用） 

（１）小学校３・４年生用「わたしたちの千葉市」 

（２）中学校用「伸びゆく千葉市」 
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■平成 28年度 研究学校 

１ 干葉市指定研究学校 

No. 学 校 名 研   究   主   題 研究内容･教科 指定期間 報告会 

１ 
更 科 小 学 校 

《教育課題》 義務教育９年間を見通した、教育課程の改善 

～一小・一中の連携・継続のあり方～ 

義務教育９年

間 を 見 通 し

た、教育課程

の改善 

平 27～28 未定 

２ 
更 科 中 学 校 

《教育課題》 

３ 
川 戸 小 学 校 

《教育課題》 学びの連続性を重視した教育活動の工夫 
～小・中学校の９年間の一貫したカリキュラムや指導方
法の工夫～ 

小・中一貫教
育の推進 平 28～29 未定 

４ 
川 戸 中 学 校 

《教育課題》 

５ 
美 浜 打瀬 小 学校 

《教育課題》 

主体的なかかわり合いを通して、考えを深める学び合い創

造 

今日的課題の

究 明 （ 生 活

科・社会科） 

平 28～29 未定 

６ 
椿 森 中 学 校 

《教育課題》 

「豊かな人間性」を育む教育活動の創造 
～学ぶ喜びを体感させる学習指導とキャリア教育の推進～ 

キャリア教育

の視点に立っ

た教育活動 

平 28～29 未定 

７ 
源 小 学 校 

《 学 習 指 導 》 

学び合いを通して、「わかる・できる」を実感できる学習指
導の在り方 

算数 平 27～28 H28.12.9 

８ 
幕 張 中 学 校 

《 学 習 指 導 》 

共に学び合う生徒の育成 
～アクティブ・ラーニングの取り入れ方を探る～ 

全教科 平 27～28 未定 

９ 
朝 日 ケ丘 中 学校 

《学習指導》 

主体的に学習に取り組む態度を育てるための工夫 

～学力の向上を目指して～ 
全教科 平 27～28 未定 

10 
作 新 小 学 校 

《学習指導》 

一人一人が「わかった・できた」を実感できる学習指導

の在り方 

～学びのユニバーサルデザインと合理的配慮の視点を

取り入れた学習指導の工夫～ 

国語、理科 平 28～29 未定 

11 
緑 町 中 学 校 

《学習指導》 

生徒の思考力・判断力・表現力を高める指導の工夫 
～主体的・協働的な学びを通して～ 

全教科 平 28～29 未定 

12 
磯 辺 中 学 校 

《学習指導》 

生徒が主体的・協働的に学習できる授業の工夫 

～共感的人間関係を育成する活動を通して～ 
全教科 平 28～29 未定 

13 
本 町 小 学 校 

《道徳》 

自己を拓き、豊かな人間性を育む学びの創造 

～考えを深め、実践し、自己を高める道徳教育～ 
道徳教育 平 27～28 H28.12.2 

14 
園 生 小 学 校 

《道徳》 

主体的に考え、心豊かに生きる子供の育成 
～道徳における協同的な学びの場を通して～ 

道徳教育 平 28～29 未定 

15 
大 椎 中 学 校 

《道徳》 

より良い生き方を求めて、主体的に行動できる道徳的実
践力の育成 
～表現活動の場を設定することによって～ 

道徳教育 平 28～29 未定 

16 
検 見 川 小 学 校 

《特別支援教育》 

わかる喜びを味わえる検見川っ子の追求 
～共生社会の実現に向けての合理的配慮への取組～ 

特別支援教育 平 28～29 未定 

17 
宮 崎 小 学 校 

《体育指導》 
自ら課題を追求し、主体的に運動に親しむ子供の育成 体育指導 平 28～29 未定 

18 
おゆみ野南中学校 

《保健体育》 

豊かな関わりの中で技能を向上させ、できた喜びを実感
できる保健体育学習のあり方 
～効果的な言語活動の追求を通して～ 

保健体育 平 27～28 H28.11.24 

19 
高 洲 第三 小 学校 

《健康教育》 

いのちや健康の大切さに気づき、主体的に取り組む子ど

もの育成 
健康教育 平 28～29 未定 
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２ 干葉市指定推進校 

①幼・保・小関連教育推進 （○は幹事校） 

学 校 名 行政区 期 間 

１ ○生浜小学校    生浜西小学校 中 央 区 

平 28 

２ ○朝日ケ丘小学校  西小中台小学校 花 見 川 区 

３ ○轟町小学校    都賀小学校 稲 毛 区 

４ ○若松台小学校   若松小学校 若 葉 区 

５ ○金沢小学校    椎名小学校 緑 区 

６ ○真砂東小学校   稲毛第二小学校 美 浜 区 
 

②地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 

学 校 名 期 間 

１  みつわ台中学校  みつわ台南小学校  みつわ台北小学校  源小学校 平 28 
 
 

３ 文部科学省指定研究学校等 

①学力把握実践研究協力校 

学 校 名 

学          校          名 

期 間 

１ 幕張南小学校 平 28 
 

②学習指導実践研究協力校 

学 校 名 

学          校          名 

期 間 

１ 海浜打瀬小学校 おゆみ野南小学校 稲毛第二小学校 花園中学校 高洲第一中学校 大椎中学校 平 28 
 

③健全育成のための体験活動推進事業 

学 校 名 期 間 

１ 全中学校 平 28 
 
 
 

【その他】 

○ＮＩＥ実践校（千葉県ＮＩＥ推進協議会） 

学 校 名 期 間 

１ 打瀬中学校 平 28～29 
 

○福祉教育（ボランティア活動）推進協力校（千葉市社会福祉協議会） 

学 校 名 期 間 

１ 都小学校   千城台西小学校 高浜第一小学校 越智小学校 打瀬小学校 平 26～28 

２ 院内小学校 松ケ丘小学校 轟町小学校 長作小学校 若松台小学校 平 27～29 

３ 仁戸名小学校 さつきが丘東小学校 おゆみ野南小学校 磯辺第三小学校 美浜打瀬小学校 平 28～30 
 

○福祉教育研究大会開催協力校 

学 校 名 期 間 

１ 大椎中学校 平 28 
 

○千葉市環境学習モデル校（環境保全部環境保全課） 

学 校 名 行政区 学 校 名 行政区 期 間 

１ 登戸小学校 中 央 区 ７ 生浜中学校 中 央 区 

平 28 

２ 花島小学校 花 見 川 区 ８ 花見川中学校 花 見 川 区 

３ 弥生小学校 稲 毛 区 ９ 小中台中学校 稲 毛 区 

４ 千城台西小学校 若 葉 区 10 千城台南中学校 若 葉 区 

５ 誉田小学校 緑 区 11 土気南中学校 緑 区 

６ 高洲小学校 美 浜 区 12 高洲第二中学校 美 浜 区 
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■学校体育・学校保健・学校給食 

１ 教職員研修 

(１)経営研修 

体育・保健体育主任、保健主事、保健指導主任、養護教諭、給食指導主任、栄養教諭、学校栄養職員、給食従事

職員、安全指導主任、各研修会 

(２)専門研修 

小学校陸上審判講習会、体育指導者合宿講習会、学校体育経営推進研修会、学校給食研究協議会、学校給食調理

員講習会等、学校体育実技・運動部活動指導者講習会 

他に、教育センター主管のもとに、表現運動実技研修講座、学校体育科講座、健康教育講座、食と健康講座 

(３)派遣事業 

学校体育実技指導協力者派遣事業、中学校運動部活動指導者派遣事業、小学校プール管理補助員派遣事業 

 

２ 学校体育関係事業 

(１)大会・発表会 

・小学校関係 表現運動発表会､陸上大会､球技大会 

・中学校関係 市総合体育大会､市新人スポーツ大会、県及び関東・全国体育大会選手派遣 

(２)運動能力検定・運動能力証合格状況（平成27年度） 

 

 

 

 

 

(３)泳力調査結果(平成 27 年度) 

・小学校(25ｍ以上泳げる者の割合) 

 

 

 

 

 

   

３ 学校保健関係事業 

 (１)定期健康診断より体位平均値（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 

種 類 

 

級別合格者数 
合格者合計 合格率 

Ａ級 Ｂ級 Ｃ級 

市 小学校運動能力検定 492 834 2,729 4,080 

 

25.4％ 

県 運動能力証(小学校)    4,628 

 

27.6％ 

〃   〃  (中学校)  

 

 

 

 

 

6,474  26.8％ 

 

学 年 ３ 年 ４ 年 ５ 年 ６年 

性 別 男 女 全 男 女 全 男 女 全 男 女 全 

割合(%） 39.3 34.7 36.9 63.0 59.4 60.5 79.4 76.1 78.0 88.6 88.1 88.5 

 

学 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 年 

１ 年 ２ 年 ３ 年 

性 別 男 女 全 男 女 全 男 女 全 

割合(%） 63.2 52.0 57.6 68.6 56.9 62.8 75.3 59.2 67.3 

 

・中学校（50ｍ以上泳げる者の割合） 

小中別 小   学   校 中   学   校 

学年 

項目 

５ ６ １ ２ ３ 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

身長 ㎝ 139.2 140.1 145.4 146.9 152.7 151.8 159.5 155.0 165.4 156.8 

体重 kg 34.2 33.8 38.4 38.6 43.8 43.4 48.5 47.0 53.9 50.2 

座高 ㎝ 75.1 75.8 77.7 79.2 81.3 82.1 84.7 83.7 88.0 84.9 

 

性別 
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項 目 問診調査 精 密 検 査 

 問診調査実施者 精密検診検討者 書類審査のみ 精密検診受診者 有所見者 異常なし 

小 学 校 49,819   191  16 164  0 164 

中 学 校 24,501    51   4 44  0  44 

特別支援学校   109     0   0 0  0   0 

心電図検査 

対 象 学 年 受診者数 所見者数 異常なし 

小  学  校  １  年 7,995 213 7,782 

中  学  校  １  年 8,030 434 7,596 

特 別 支 援 学 校 小 １ ､中 １ 年    25   2    23     

精密検査 

精密検査対象理由 学校別 受診者数 要 管 理 管理不要 

心 電 図 検 査 か ら 

小    61  19    42 

中   132  48    84 

特     0   0     0 

前 年 度 か ら の 経 過 観 察 者 

小    32   25     7 

中    32  17    15 

特     0   0      0 

定 期 健 康 診 断 か ら 

小     8   0      8 

中    18   2     16 

特     0   0     0 

 

(２)心臓疾患健診（平成 27年度） 

対 象 者 １次受診者数 ２次受診者数 精検受診者数 所 見 者 数 

74,728 73,559 2,537 356 214 

1 次受診者に対する割合 3.45％ 0.48％ 0.29％ 0.40％ 

 

(３)学校尿検査（平成 27年度） 17 年度より経過観察者も２次受診、精検は新規者のみ受診 

 

 

受診対象者 受診者数 有 所 見 者 数 異常なし 

モ ア レ 撮 影 小 ６ 年 8,410 564 7,846 

低 線 量 Ｘ 線 小・中学生 1,286 
次 年 度 
再  検 330 

フィルム 
判    定 242  714 

フィルム判定結果 小・中学生  242 要治療  21 要観察 250  

  

(４)脊柱側弯症検診（平成 27 年度） 

(６)口腔衛生指導（平成 27年度） 

歯 科 衛 生 士 学 校 数 
指 導 内 容 別 対 象 者（人） 

歯 み が き 指 導 保 護 者 参 観 

4（内 2 は非常勤職員） 163（特別支援学校 2） 15,722 656 

 (７) 歯と口の健康つくり啓発事業（平成 27 年度） 

実施中学校区 実 施 日 学 校 名 児童生徒数（人） 担当歯科医師（人） 

 

小中台中学校区 

7 月  9 日 小中台小学校  928  34 

9 月 10 日 園 生 小 学 校  700  28 

10 月    1 日 小中台中学校  725  25 

犢橋中学校区 
  9 月 17 日 犢 橋 中 学 校   191   9 

 11 月  5 日 犢 橋 小 学 校   355   18 

 

  ○実施校 

(５)結核健診（平成 27 年度） 
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区  分 

 

学  年 テ ー マ 

小 学 校 

低 学 年 「歯を大切にしよう」、｢第一大臼歯を大切にしよう」 

中 学 年 ｢歯のつくりと働きを知ろう」 

高 学 年 ｢むし歯や歯周病を予防しよう」 

中 学 校 ｢自分の健康は自分で守ろう」 

 

 １学級につき、２名の歯科医師と担任が担当 

  ○指導内容一実施時間小学校 45 分、中学校 45 分で行う 

(８) 自然教室推進事業（前期・後期）（平成 27 年度） 

場 所 開設学校数 対 象 学 年 学 級 数 生 徒 数 

高 原 千 葉 村 55 校 ２学年 234 学級 7,986 人 

 (９) 日本スポーツ振興センター（平成 27 年４月加入） 

学  校  種  別 加 入 者 数 （人） 共 済 掛 金 額 （円） 

小    学    校 49,965 45,773,195 

中    学    校 24,558 22,775,690 

特 別 支 援 学 校    109     97,665 

合       計 74,632 68,846,550 

 

  ○加入者数及び共済掛金額 

○共済給付金 

     79,016,133 円 

      ・医 療 費 75,016,133 円    11,330件 

      ・障害見舞金   4,000,000 円         1件 

      ・死亡見舞金        0 円      0件 

   ○学校管理下の災害における請求件数   13,863 件 

  ○場所別災害発生件数                                    （件） 

     場 所 

 学校種別 
校 舎 内 校 舎 外 学 校 外 合   計 

小 学 校 1,370 1,275 269 2,914 

中 学 校 1,360 1,194 369 2,923 

合 計 2,730 2,469 638 5,837 

   ○場合別災害発生件数                                    （件） 

場合 
 

学校種別 

各 教 科 
課外指導 休 憩 時 登 下 校 

特別活動 
合 計 

体 育 そ の 他 学校行事 
児童 
生徒 活動 

小 学 校   648 179   120 1,293 182 132 360 2,914 

中 学 校   680  45 1,570   323  27 180  98 2,923 

合 計 1,328 224 1,690 1,616 209 312 458 5,837 

 
  ○災害種類別被災人数                                    （人） 

災害 
 
 

学校種別 

骨

折 

捻

挫 

脱

臼 

挫

傷 

打

撲 

挫

創 

切

創 

刺

創 

割

創 

裂

創 

擦

過

傷 

熱

傷 

火

傷 

歯
牙
破
折 

そ

の

他 

合

計 

小 学 校   635   597  70  1,000 

 

219  61 17 28 46 14 35 192 2,914 

中 学 校   748   728  46   871  75  20 3 16 16 10 16 374 2,923 

合  計 1,383 1,325 116 1,871 294  81 20 44 62 24 51 566 5,837 

 

中途加入者 232 人 



 

- 27 - 

 

 (10) 医療費援助事業（平成 27 年４月～平成 28 年３月）                上段：（人） 下段：円 

 

４ 学校給食の状況 

(１) 実施状況（平成 27年 5月 1 日現在） 

○小学校 ＊新宿小分教室は共同調理場方式 ○特別支援学校 

 

○中学校 ＊各給食センターそれぞれ２献立方式採用､若葉学校給食センターの調理業務は民間委託で実施。 

新港・大宮学校給食センターはＰＦＩ方式で実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

(２) 給食費 

 

 

 

 
 
 

(３) 就学奨励事業（平成 27年度） 

学
校
種
別 

疾病種別 

 

準要別 

ト
ラ
コ
ー
マ 

結

膜

炎 

中

耳

炎 

副
鼻
腔
炎 

ア
デ
ノ
イ
ド 

う

歯 

皮
ふ
疾
患 

寄
生
虫
病 

合

計 

小
学
校 

要 保 護 
 
 

 
 

   
 

(26) 
498,350 

 
 

 (26) 
498,350 

準 要 保 護 
 
   

(9) 
36,831 

 (76) 
291,501 

 
 

 (85) 
328,332 

計 
 
   

(9) 
36,831 

 (102) 
789,851 

 
 

 (111) 
826,682 

中
学
校 

要 保 護 
 
 

 
 

（2） 
15,110 

 

 
 

 
 

(8) 
206,070 

 
 

 (10) 
221,180 

準 要 保 護 
 
 

    
 

(31) 
158,260 

 
 

 
 

(31) 
158,260 

計 
 
 

    
 

(39) 
364,330 

 
 

 
 

(41) 
379,440 

合   計 
 
 

 
 

(2) 
15,110 

(9) 
36,831 

 (141) 
1,154,181 

  (152) 
1,206,122 

 

区     分 一 食 単 価（円） 

小 学 校 
低 学 年 255 

高 学 年 273 

中  学  校 290 

区 分 
準要保護児童・生徒給食費補助 特別支援学級児童・生徒給食費補助 

対象人数(人） 補助額(県費及び市費)(円） 対象人数(人） 補助額(国費及び市費)(円） 

小 学 校 3,645 162,031,491 356  8,001,582 

中 学 校 2,347 111,667,277 207  4,678,527 

計 5,992 273,698,768 563 12,680,109 

方 式 学校数(校) 児童数(人) 実施率  方 式 学校数(校) 児童・生徒数(人) 実施率 

単独調理場方式 112 49,714 100％ 単独調理場方式 2 253 100％ 

 

方 式 給食センター名 
学校数 
(校） 

担 当 中 学 校 等 
生徒数 
(人） 

実施率 

共 同 調 理 場 

方 式 

若 葉 学 校 

給 食 セ ン タ ー 
14 

花園・犢橋・幕張・稲毛・こてはし台・さつきが丘・ 

草野・幕張西・緑が丘・天戸・朝日ケ丘・幕張本郷・ 

稲毛高附属・花見川 

6,754 100％ 

新 港 学 校 

給 食 セ ン タ ー 
20 

緑町・小中台・新宿・蘇我・轟町・千草台・幸町第一・ 

高洲第一・都賀・高洲第二・みつわ台・高浜・幸町第二・ 

山王･稲浜・打瀬・磯辺・真砂・高等特別支援学校・ 

新宿小分教室 

8,703 100％ 

大 宮 学 校 

給 食 セ ン タ ー 
23 

加曽利・末広・葛城・椿森・生浜・誉田・松ケ丘・白井・ 

更科・川戸・土気・千城台西・星久喜・大宮・千城台南・ 

若松・貝塚・越智・泉谷・土気南・有吉・大椎・おゆみ野南 

9,284 100％ 

計 57  

 

24,741 100％ 
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■特別支援教育 

１ 特別支援学校及び特別支援学級等の設置状況                                平成 28 年 5 月 1 日現在 

種 別 
学級数 
児童・生徒数 

 

特別支援学校 特 別 支 援 学 級 等 

合計 知 的 障 害 知的障害 自閉・情緒 言 語 難 聴 病虚弱 
小計 

小 中 高 小 中 小 中 小 中 小 中 小 中 

学  級  数 
17 
(1) 

12 32 96 45 54 
 

[10] 

29 
 

[3] 

11 
 

[20] 

0 2 
 

[3] 

0 1 0 238 
 

[36] 

299 
(1) 
[36] 

児  童・生  徒  数 
77  
(2) 

48 225 394 210 194 
 

[97] 

134 
 

[51] 

93 
 

[279] 

0 12 
 

[23] 

0 1 0 1,038 
 

[450] 

1,388 
（2） 
[450] 

 

 

 

 

２ 特別支援学校 

知的発達の遅滞があり意思疎通が困難で日常生活を営むのに頻繁に援助を必要とする子ども及びその程度には至

らないが社会生活への適応が著しく困難な子ども等を対象にして、生活上必要な知識や技能、態度を身に付けさせ、

社会的に自立できる人間を育成するため昭和 39 年４月、千葉市立養護学校を開校した。 

次いで、障害のある児童生徒の急増と養護学校の義務制に対応して、昭和 53 年４月に千葉市立第二養護学校を開

校した。 

また、昭和 54 年の養護学校の義務制の実施により、在宅していたり、施設に入っていたりする障害のある児童生

徒に対する訪問教育を養護学校に移管して実施している。 

平成３年４月、千葉市花見川区大日町に県立千葉養護学校(知的障害)が開校された。(県立千葉特別支援学校) 

平成３年９月、千葉市立養護学校は全面改築により新校舎に移転し、特別支援教育の一層の充実に努めている。 

平成 25 年４月、軽度の知的障害のある生徒を対象にし、社会自立・職業自立を目指す市立高等特別支援学校を 

開校した。 

 

３ 特別支援学級等 

特別支援学級と通級指導教室の設置校は、小学校 91 校、中学校 36 校、計 127校で、学級数は上表のとおりである。 

小学校の知的障害学級では、児童の特性に応じて基本的生活習慣の確立、体力づくり、社会生活に必要な言語や数

量などの指導を行っている。 

中学校の知的障害学級では、対人関係や集団参加を円滑にするための指導や、職業生活･家庭生活に必要な知識･

技能、態度を身に付ける指導も行っている。 

近年、通常の学級の児童生徒や地域の人たちとの交流及び共同学習が活発に行われ、理解と認識が深まる等多くの

成果を得てきている。 

自閉症・情緒障害学級は、小・中学校に設置している学級の他、千葉市立青葉病院にも設置している。 

対象児は年々増加傾向にあり、医学的見地からの助言も得ながら、指導に万全を期している。 

言語障害・難聴学級は、障害の特性から、普段は通常の学級で教科等の指導を受け、障害の改善、軽減及び克服の

ための指導を週に必要回数受けるという通級方式による指導の形態をとっている。指導の効果をさらに高めて行くた

めに、通常の学級の担任や保護者との連携を深めている。 

平成６年度から徐々に通級指導教室に切替えており、現在、言語障害通級指導教室を 9 校 20 教室設置している。 

平成 13 年度から、通常の学級に在籍している難聴生徒に対して、県立千葉聾学校の教員による通級指導が聾学校

通級サテライト教室（今年度１校）において実施されている。また、平成 14 年度に、通常の学級に在籍している情

緒障害児童生徒に対して指導を行う情緒障害通級指導教室を、花見川第三小学校に設置し、平成 18 年度には、あや

め台小学校と旧高浜第二小学校（現・高浜海浜小学校）、平成 19 年度には、小倉小学校と誉田東小学校、平成 20年

度には、旧花見川第二中学校（現・花見川中学校）、平成 21 年度には、鶴沢小学校に、平成 24 年度には、末広中学

校に設置した。平成 19 年度より名称をＬＤ等通級指導教室とし、知的発達の遅れはないがＬＤ等の発達障害のある児

童生徒への通級による指導を行っており、現在、小・中学校を合わせて 13 教室設置している。 

 ・特別支援学校の学級数、児童生徒数欄の（ ）は訪問教育の数で内数。 

・自閉・情緒は市立青葉病院の病院内学級を含む。 

・通級指導教室は［ ］で外数。 

・病虚弱は、市立海浜病院、千葉医療センターの病院内学級を含む（5 月 1 日現在で、対象となる児童がいない場合は、学級数をカウントしない)。 
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病・虚弱学級は、国立病院機構千葉医療センター内に１、千葉市立海浜病院に１、新宿小学校内に１、本年度若松

台小学校に１、計４学級を設置し、体調、病状を把握しながら指導を行っている。 

 

４ 就学相談及び就学指導 

障害等のある児童生徒の就学については、学識経験者、医師、教育職員等 20 人からなる就学指導委員会を組織す

るとともに、教員 42 人を調査員として委嘱・任命し、調査等を常時行える体制を整え、千葉市養護教育センターと

の連携を図りながら、望ましい就学指導ができるように万全を期している。 

 

■教育センター 

 

本市教育の充実と発展のため以下の事業を推進する。 

教育課題解明のための調査・開発研究、教職員の専門的資

質の向上を目指す教職員の研修、教育内容の質的向上に資す

る資料収集と情報の提供、情報教育推進のための調査研究及

び教育情報ネットワーク(Cabinet)に関する業務、児童生徒等

に対する教育相談を行う。 

 

 

 

〔各班の事業概要〕 

 

◆情報教育・広報班 

１ 事業方針 

（１）情報機器及び情報通信網を活用した情報教育の推進に関する企画・指導・助言を行う。 

（２）情報機器及び情報通信網を活用した情報教育に関する調査及び研究を行う。 

（３）教育情報ネットワーク(Cabinet)の保守管理と教育情報・学習情報のオンライン提供に努める。 

（４）「教育の情報化」に関する調査・資料提供・環境整備を行う。 

（５）学校における研究・研修・学習指導を支援するため、教育に関する広報及び教育資料や情報の収集・整備・提

供を行う。 

（６）教育用ソフトウェアライブラリーを設け、コンピュータ利用教育の推進に資する。 

（７）学校ホームページ・教育センターホームページの充実と教育情報・学校情報等の拡充に努める。 

 

２ 事業計画 

（１）情報教育推進に関する企画、指導及び助言 

①教職員研修及び校内研修の充実 

情報活用能力の育成を図るための教職員研修を９講座 14組開催。 

また、実態に応じた研修を実施するために、希望に応じて校内研修等に講師を派遣する。 

②情報教育支援員による学校の情報教育支援 

各学校のネットワーク利用教育を支援するため、情報教育通信網の保守管理及び操作法等に関する相談に応える。 

（２）情報教育に関する調査及び研究 

①教科指導におけるＩＣＴ活用と情報教育の推進 

学校における児童生徒の主体的な問題解決学習を支援するため、学習コンテンツの整備を行う。 

「千葉市小中学校版情報モラル教育カリキュラム」及び、「情報モラルコンテンツ」を活用した、情報モラル教

育を推進する。 

②情報教育機器の活用に関する研究Ⅱ ―ICT を活用した協働的な学習における教育的効果について― 

効果的なタブレット PC 活用に関する指導法の研究を行い、タブレット PC 活用指導の実践を通した資料を作

成する。 

 

学校教育部所属 

第１類教育機関 

▲教育センター 
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③情報教育に関する調査の実施 

文部科学省実態調査、千葉市独自の情報教育実態調査、「教育の情報化」に関する実態調査を継続して実施する。 

④急速に進歩する情報システムに係わる調査・研究 

パブリッククラウド、データセンター・バックアップ体制など、セキュリティを向上させるための新しいシス

テムに関する調査研究を進めるとともに、トータルコスト抑制に関するシステムの研究を推進する。 

（３）教育情報ネットワーク(Cabinet)の保守管理と教育情報・学習情報のオンライン提供 

①小学校ＰＣ室 40 台化及び校務用コンピュータの教員１人１台化の実現に努める。 

②千葉市教育情報ネットワーク（Cabinet）の適切な保守管理・運用に努める。 

（４）｢教育の情報化｣に関する調査･資料提供･環境整備 

①大規模改修校等の校内ＬＡＮの整備を行う。 

②学習用と校務用を併用できるセキュリティ性の高い情報端末及びネットワークシステムの活用を促進する。 

（５）教育に関する情報の収集・整備・提供 

①教育資料・教育情報の提供 

「教育センターNews」を年７回ホームページで発信し、最新の情報の提供に努める。また、教育図書の利用を

促進する。 

②教育情報・学習情報の電子情報化の推進 

教育情報・学習情報を迅速かつ的確に提供するため、電子情報化を図り、ネットワークによる提供を進める。 

（６）教育用ソフトウェアの収集・提供 

最新の教育用ソフトウェアを収集・整理する。 

（７）Cabinet のポータルサイトの管理運営 

①学校ホームページの更新促進と作成支援 

②教育センターホームページの充実 

 

◆教育研究班 

１ 事業方針 

（１）新しい時代の教育の創造を目指し、教育課題を解明するために、教育を取り巻く諸条件や教育課題などに関す

る調査研究及び開発研究の推進を図る（課題研究の推進）。 

（２）「わかる、つかえる、役に立つ」教育研究成果の普及に努める（研究成果の普及）。 

（３）教職員としての資質と指導力の向上を図るため、自主的な研究や実践を発表する場と機会を設け、努力を称揚

し成果を各学校の教育活動に役立てる（研究の奨励）。 

（４）全国教育研究所連盟、関東地区教育研究所連盟、指定都市教育研究所連盟、千葉県教育研究所連盟等に加盟し、

共同研究を推進する（共同研究の推進）。 

２ 事業計画 

（１）課題研究の推進 

市の教育施策や国・他府県・政令市の動向を踏まえ、先見性のある課題研究を進める。 

現場のニーズや問題の所在を把握して課題設定を行い、必要度の高い研究を推進する。 

他班の業務に関する教育課題や懸案事項の解決のための班研究をサポートする。 

①キャリア教育に関する研究    ④情報教育機器の活用に関する研究 

②学力に関する研究        ⑤教育相談に関する研究 

③デジタル教科書活用に関する研究         

（２）研究成果の普及 

①千葉市教育情報ネットワーク(Cabinet)による成果の配信 

②出前講座による積極的な研究成果の普及 

③研究協力員・協力校との連携 

研究協力員の在籍校や研究協力校を中心に実践を広げるよう働きかける。 

（３）研究の奨励 

①第 37 回千葉市教職員教育研究発表会を実施し、教職員の資質と指導力の向上を目指す。 

②長期研修生が研究・研修の成果を上げられるよう、適切な共通研修の運営に努める。  
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（４）他の教育研究機関との共同研究 

他の教育研究機関との共同研究を推進することにより、本市の教育課題の解明に役立てる。 

①全国教育研究所連盟・所長協議会への参加・協力 

②関東地区教育研究所連盟事業への参加・協力 

③指定都市教育研究所連盟との共同研究推進、総会・研究協議会開催（本センター） 

④千葉県教育研究所連盟との共同研究推進 

（５）教育関係図書・雑誌・資料の収集と管理 

①教育専門図書室としての機能を果たすため、教育関係者の利用に資する図書を各分野にわたって収集する。 

教育関係機関、出版社及び市内各学校から教育情報・研究紀要・調査報告書を収集し、教職員の活用に資する。 

＜教育関係図書・教育関係雑誌・教育関係資料＞ 

 

 

 

 

 

②教育図書・資料を迅速かつ適切に提供するために、図書検索システムを活用する。 

 

◆教職員研修班 

１ 事業方針 

教職員に望まれる資質能力の向上を目指した教職員研修を推進し、新しい教育観の確立とともに、教育内容と方

法の改善に対応できる指導力の向上や教職員自身の豊かな人間性を培う。 

また、それぞれの年齢、経験年数を踏まえ、層別に研修が進められる研修プログラムを企画し、教職員の専門的

能力の向上を図る。 

２ 事業計画 

教職員の研修事業は、「千葉市教職員研修体系」に基づいて、基本研修、専門研修を実施する。 

（１）基本研修 

①教職経験年数の節目において基本的に必要となる資質能力の向上を図る研修であり、指導力の深化伸長、拡充

を図る。 

②学校教育の活性化を図るため、千葉市学校教育の課題を取り上げながら、管理職（校長・教頭）・教務主任・研

究主任・学年主任として、新任時や昇任時に必要とする体系的知織を身に付ける。 

（２）専門研修 

①指導力の向上を目指し、見識を広めたり深めたりするために、教育課題に対応した研修をし、教職員としての

資質能力の向上を図る。 

②職能に応じた研修 

校長、教頭、教務主任、学年主任、学級担任、養護教諭、栄養職員、学校事務職員等、職能別にその力量の向

上を図る。 

＜平成 28 年度教職研修講座の特徴＞ 

（１）基本研修 

各層、各職における受講者の主体的な研修となるように課題別・参加型研修の充実を図る。また、指定研修とし

て「情報セキュリティ研修」、「Cabinet 取扱責任者研修」、「Cabinet 校務用システム操作研修」、「電子黒板活用研修」、

「Cabinet 校務用システム調査書作成研修」、「不登校対策研修」、「小学校不登校対策研修」を実施する。 

職務に関する経験や技を次代に繋げるため、先輩教職員を現場講師として活用し、効率的かつ効果的な研修を実

施する。 

（２）専門研修 

① 「わかる授業」「楽しい教室」「夢広がる学校」の枠組みで、ライフステージに応じて教職員のニーズに応え

る研修講座を実施する。 

② 「わかる授業」充実のため、千葉市教育研究会と連携を強化することにより講座内容を一層充実させる。 

③ 千葉市の研修体系に基づき、教職員のライフステージに応じた経験層による研修のねらいを明確にする。 

④ 科学館・中央図書館・郷土博物館・動物公園・少年自然の家などと連携を図り、研修を進める。 

⑤ 喫緊の課題に対応する講座として「アフタヌーンセミナー」を年３回実施する。 

 

 

平成 27 年度 平成 28 年度予定数 

教育関係図書 19,302 冊 19,502 冊 

教育関係雑誌 18,952 冊 20,202 冊 

教育関係資料 21,356 冊 21,856 冊 
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⑥ 「学校における子供理解」や「Cabinet 校務システムの活用」「全国学力・学習状況調査を活用した確かな学

力の育成」等の講座を、学校現場のニーズに応じて出前講座として実施する。 

⑦ 若年層を中心とした教師力の向上を目指し、教科指導や学級経営に必要な具体的指導技術の習得のため、夜

間講座を実施する。 

 

＜教育センターにおける研修講座の構成＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 研修の区分 事  業  名 

基 

本 

研 

修 

経年時研修 

(４講座） 

初任者研修 

５年経験者研修 

10年経験者研修 

20年経験者研修 

新 任 時 研 修 

(３講座） 

新任教務主任研修 

新任教頭研修 

新任校長研修 

事務職員研修 

(５講座） 

初任事務職員研修 

事務職員全体研修 

事務職員層別研修 

事務職員昇任時・経年時研修 

事務職員地区別研修 

指 定 研 修 

(７講座） 

情報セキュリティ研修 

Cabinet 取扱責任者研修 

Cabinet 校務用システム操作研修 

Cabinet 校務用システム調査書作成研修  

電子黒板活用研修 
不登校対策研修 

小学校不登校対策研修 

 推 奨 研 修 

（３講座） 

リレー研修（２年目、３年目） 
新任学年主任研修 
新任研究主任研修 

 研修の区分 事  業  名 

専 
 

門 
 

研 
 

修 

わ
か
る
授
業 

授業力の

向上 

(33 講座) 

教科等学習指導法講座(市教研連携講座) 

小学校英語活動 

生きる力を育てる読書教育 

未来を拓く力を育む道徳教育 

            など 

情 報 教 育

の推進 

(14 講座) 

情報モラル教育の進め方 

学校ホームページの作成基礎 

学習探険ナビ活用 

教育用統合ソフトの活用 

Office 講座   など 

楽
し
い
教
室 

子ども理解 

と支援 

(11 講座) 

カウンセリング・面接法 

マインドアップ研修 

エンカウンターを生かした学級づくり 

子供の人間関係調整能力を育てるために 

子供への援助の在り方を事例から学ぶ 

Ｑ－Ｕを活用した学級経営 

シグナルⅡを活用した学級づくり 

カウンセリングマインドに磨きをかける 

心を支える生徒指導  など 

夢
広
が
る
学
校 

今日的課題

と幅広い教

養 

(３講座) 

学校の危機管理・保護者対応 

健康教育 

食と健康 

教職員の

幅広い教養 

(15 講座) 

アフタヌーンセミナー①②③ 

現地研修（国語・社会・理科） 

教職員教育研究発表会 

科学館講座、動物公園講座 

郷土教育講座 など 

公
開
講
座 

市民公開

講座 

(１講座) 

教育相談公開講座 
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◆教育相談班 

１ 事業方針 

教育上の問題や悩みを持つ幼児・小学生・中学生・高校生・高校生年齢の青少年とその保護者及び教職員のため

の教育相談の充実を図るとともに、市民及び教職員を対象とした教育相談に関する広報活動の推進を図る。 

２ 事業計画 

（１）教育相談事業 

○教育上の悩みを持つ幼児・小学生・中学生・高校生・高校生年齢の青少年及びその保護者、教職員の相談を実

施し、その理解や対応について助言・支援を行う。 

・電話相談（随時）     ・適応指導教室（ライトポート花見川・若葉・中央・美浜・緑）の運営 

・来所相談（予約制）    ・小学校グループカウンセリング活動 

・医療相談（予約制）    ・中学校グループカウンセリング活動 

・家庭訪問相談員派遣    ・IT 等を活用した学習 

（２）研修・研究事業 

①研 修 

○教育相談に関する知職・技能の習得及び教職員の資質能力の向上を目指した研修を行う。 

＜講座等＞ 

・カウンセリング・面接法 ・カウンセリングマインドに磨きをかける 

・マインドアップ研修 ・だれもが行きたくなる学級作り 

・エンカウンターを生かした学級づくり ・Ｑ－Ｕを活用した学級経営 

・子どもの人間関係調整能力を育てるために ・不登校対策研修 

・子どもへの援助の在り方を事例から学ぶ ・小学校不登校対策研修        

②研 究 

○テーマ｢小学校における不登校児童の現状と課題」 

（３）広 報 

○いじめや不登校の未然防止と児童生徒へのより積極的なかかわりを目指して、教育相談活動への理解の深化と

定着を図る。 

・「教育センターNews」等による啓発活動 

・「教育相談の案内」を教職員に配布 

・教育相談研修講座で既刊の手引書等の活用 

・ホームページに事業内容紹介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 教育相談実施状況（平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日） 

電話相談 就学前 小学生 中学生 高校生 在宅 教職員 計 

件   数 10 927 1,439 61 3 1,631 4,071 

 
来所相談 就学前 小学生 中学生 高校生 在宅 教職員 計 

件   数 1 162 248 24 0 367 802 

延べ回数 4 1,499 2,365 155 0 367 4,390 

 
適応指導教室 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３ 計 

ライトポート花見川 0 0 0 2 1 1 4 10 5 23 

ライトポート若 葉 0 0 0 0 1 0 3 9 8 21 

ライトポート中 央 0 0 0 0 1 0 6 9 10 26 

ライトポート美 浜 0 0 0 0 2 0 8 8 9 27 

ライトポート  緑  0 0 0 1 0 3 4 6 4 18 

合   計 0 0 0 3 5 4 25 42 36 115 

 
家庭訪問相談員 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３ 計 

派遣件数 1 3 2 9 6 10 4 20 25 80 
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■ 養護教育センター 

 

 

 本市の特別支援教育の充実及び振興を図るため、障害等のあ

る子ども・保護者や教職員からの相談、特別支援教育に関する

教育研究、教育関係職員等の専門的資質の向上を目指す研修、

特別支援教育に関する資料収集と情報提供を行う。 

 

〔各班の事業概要〕 

 

◆総務・研修班  

１ 事業方針 

（１）特別支援教育全体に係る事項の指導と企画の推進に努める。 

（２）学校訪問等を通じて、指導内容や方法の改善・充実を図る。 

（３）文部科学省・県教育委員会及び外郭団体等との折衝・協議を行い、特別支援教育を推進する。 

（４）特別支援教育関係職員及び通常の学級担任等を対象とし、教育実践上の諸問題の解決に役立つ研修を行い、専

門職としての資質と指導力の向上を図る。 

（５）特別支援教育に関する図書・資料等を収集・整理し、関係職員の利用に供するとともに、特別支援教育指導資

料を作成し、実践上の支援を図る。 

（６）広報や公開講座を通して情報を提供し、広く市民に特別支援教育の理解推進を図る。 

 

２ 事業計画 

（１）特別支援教育指導員の配置事業     （７）特別支援教育体制の推進 

（２）特別支援教育介助員の配置事業     （８）特別支援教育担当者会議 

（３）スクールメディカルサポート事業    （９）指導課業務との連携 

（４）特別支援学級等備品整備事業      （10）その他特別支援教育に関する事項全般 

（５）学校生活サポート事業の推進 （11）教職員研修事業  

（６）特別支援連携会議 

「千葉市教職員研修体系」を基に、基本研修と専門研修を実施する。 

① 基本研修 

・特別支援学級等新任担当教員を対象に、基本的に必 

要となる資質力量の向上・充実を図るための研修 

・発達障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズに 

応じて適切な教育的支援を行うため、学校における 

特別支援教育の推進役となるコーディネーターの養 

成を図るための研修 

② 専門研修 

・特別な教育的ニーズに対応するための研修 

・学習指導等の充実のための研修 

・心理検査法の習得と活用のための研修 

・特別支援教育の理解・推進のための研修 

 

＜平成 28 年度教職員研修講座の特徴＞ 

基本研修講座 5 講座、専門研修講座 32 講座、合計 37講座を開設する。 

ア 特別支援教育を取り巻く多様なニーズに応える幅広い講座の提供 

イ 通常の学級担任のニーズに応える講座内容の工夫 

ウ 体験・演習を重視した講座の実施 

エ 特別支援教育の今日的課題を踏まえた講座内容の工夫 

オ 市民を対象とした特別支援教育への理解を深めるための公開講座の充実 

学校教育部所属 

第２類教育機関 

▲養護教育センター 

▲専門研修 
学級で生かせる音楽の指導 
-聴く、つくるで心を育てる- 
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研修の構成 講 座 名 

基本研修 

特別支援教育新
任担当教員研修 

①知的、自閉・情緒 

②言語・難聴 

③ＬＤ等通級 

④病弱・虚弱 

新任特別支援教育コーディネーター研修 

専
門
研
修 

特別な教育

的ニーズへ

の対応 

○発達障害 基礎講座（初級） ○発達障害 基礎講座（中級） 

○子供の特性に配慮した学習・生活支援（小学校編）  

○子供の特性に配慮した学習・生活支援（中学校編） 

○読み書きが困難な子供への指導 ○通常学級におけるユニバーサルデザイン 

○今、知っておきたい特別支援教育 -インクルーシブ教育システムと合理的配慮- 

○思春期・青年期における発達障害の理解と支援 

○子供の「困った」に対する理解と支援（指導員配置を通して） 

○支援が必要な子どもをつつむ学級集団づくり   ○気になる子供と保護者を支える教育相談 

○学級で生かせる手あそびうた -歌って、遊んで、心ふれあう- 

○学級で生かせる体育の指導 –からだほぐし、心ほぐし- 

○学級で生かせる音楽の指導 -聴く、つくるで心を育てる- 

○特別支援教育コーディネーター実践講座 

特別支援教 
育の理解推
進 

○特別支援教育講演会 ○特別支援教育公開講座 

学習指導等
の充実 

○ことばやきこえの指導（基礎） ○ことばやきこえの指導（ことば） 

○ことばやきこえの指導（きこえ） ○どの子も楽しく学べる国語・算数・生活の指導 

○どの子も楽しく学べる音楽の実践 ○どの子も楽しく学べる図画工作の実践 

○「あたま、からだ、こころ」を育てるムーブメント教育 

○子供の力を伸ばす生活単元学習（小学校編） 

○生徒が意欲的に取り組む作業学習（中学校・特別支援学校編） 

○特別支援学級の教育課程 -楽しく主体的な学びをめざして- 

心理検査法
の習得と活
用 

○心理検査法基礎講座(主な検査法の概要) ○心理検査法・田中ビネーＶ(初級・演習） 

○心理検査法・ＷＩＳＣ－Ⅳ(初級） ○心理検査法・ＷＩＳＣ－Ⅳ(中級：解釈と活用) 

○心理検査法・ＷＩＳＣ－Ⅲ(初級・演習） 

 

（２）教育情報事業 

① 教育情報の収集及び提供 

特別支援教育に関する教育図書及び資料を収集・蓄積し、要請に応じて教育情報の提供、成果の普及に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【教育図書・資料等の収集状況】 

 

 

平成27年度末 

までの収集状況 

平成28年度 

収集予定数 

教育関係図書 4,735 冊 約 30 冊 

教育関係雑誌 1,534 冊 約 30 冊 

教育関係資料 1,133 冊 約 10 冊 

ﾋﾞﾃﾞｵﾃｰﾌﾟ･DVD   139 本    1 本 

 

＜養護教育センターにおける研修講座の構成＞ 
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② 特別支援教育指導資料の作成 

各小・中・特別支援学校の教職員の実践に役立つ資料を作成し、ホームページに掲載する。 

③ 理解推進のための広報活動 

ホームページの更新を通して、特別支援教育に関する情報の提供に努める。 

 

 

◆教育相談・研究班 

１ 事業方針 

（１）来所相談の充実 （４）長柄ハッピーキャンプの実施 

（２）学校訪問相談の強化          （５）学校や他機関との連携 

（３）グループ活動の充実 （６）特別支援教育の今日的課題に対応した研究の推進 

  

２ 事業計画 

（１）教育相談事業 

障害等のある幼児児童生徒、その保護者及び教職員への教育相談 

① 相談の充実 

・来所相談､電話相談の充実…ケース会議の実施 

・学校訪問相談…保育所（園)、幼稚園、小・中学校へ出向いての相談 

・医療相談………医療面について医師に相談（小児科、精神神経科） 

・土曜教育相談…５月から２月までの土曜日（８月を除く）に実施（月 1 回） 

・グループ活動…ＡＤＨＤ等の児童生徒を対象に社会性を育てる小集団活動を実施 

・トワイライト相談…特別支援教育・発達障害等に関する教職員の相談を 16:30 以降の時間帯で実施 

② 長柄ハッピーキャンプ 

・グループ活動参加児童及びＬＤ等通級指導教室に通級している児童を対象に実施 

③ 他機関等との連携 

・ＬＤ等通級指導教室や特別支援学校との連携 

・教育センター、児童相談所、療育センター、県総合教育センター特別支援教育部等との連絡を密にした相

談活動の推進 

（２）調査研究事業 

① 研究主題 

合理的配慮を効果的に進める個別の教育支援計画 

② 研究内容 

インクルーシブ教育システム構築のため、必要であると想定される知識等の情報、実践事例を調査する。 

③ 研究成果の活用 

研究成果をホームページに掲載や刊行物の発行により、各学校での実践等に役立てるようにする。 

          主訴 

区分 
生 活 学 習 

意 思 

言 語 

身 体 

運 動 

集 団 

適 応 
就 学 進 学 その他 合 計 

来所 

相談 

受理件数 141 319 26 9 401 303 98 54 1,351 

面接回数 794 1,624 144 33 2,596 873 377 236 6,677 

電話相談件数 412 598 53 12 983 554 353 529 3,494 

 

 

 

幼 児 小学生 中学生 高校生 保護者 教職員 その他 合 計 

来所相談件数 303 849 197 2 *1,351 0 0 1,351 

電話相談件数 7 2,500 894 93 3,494 

 *保護者は、幼児、小学生、中学生と同伴のため来所相談件数合計に含めない。 

 

(対象別) 

 

(主訴別) 

 

〔来所相談・電話相談実施状況〕 平成 28 年 3 月 31日現在 

 

 

 


